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　 佐藤  信行

皆さまお気づきのように、 今号の JACS ニューズレターは、 第 101 号となりました。 1977

年に 「日本カナダ研究会」 として出発し、 翌年 「日本カナダ学会」 となった私たち JACS

は、 まもなく創立 40 周年を迎えますが （ちなみに、 2017 年はカナダ連邦結成 150 周年

でもあります）、 それに先立ちニューズレターは次の 100 号へ向けて歩みはじめました。

　この間の大きな変化といえば、 I C T 化が大きく進んだことでありましょう。 J A C S ニュー

ズレターも、 2013 年３月発行の第 94 号から印刷版の発行を取りやめ、 オンライン版を

JACS ウェブサイト （ht tp :// j acs . j p/） からいつでもダウンロードできるようになっていま

す。 また、 J A C S サイト全体についても、 現在大改修の最終段階にあり、 近く会員事務

手続の多くが、 ウェブ上で可能となります。

　ところで、 こうした I C T 化の直接の目的は、 経費節減であったり、 事務手続の簡素化

であったりと様々ですが、 一番重要なのは I C T 化によって得られた 「ゆとり」 を、 本来

の意味での学会活動、とくに人的学術交流に振り向けることであろうと思います。とりわけ、

地域研究学際学会である J A C S にとって、 「人と人」 「研究と研究」 を繋ぐことは、 他の

学会に比して極めて優先度の高い事柄であり、 誤解を恐れずにいえば、 学会の存在理

由でもあろうかと思います。

　そこで、 現在、 役員会や各担当 ・ 委員会では、 いくつもの新たな試みの検討を始め

ています。 たとえば、現在の 「正会員」 「学生会員」 「賛助会員」 に加えて、新たに 「準

会員」 という会員区分を設け、 カナダ研究の裾野を広げられないか、 あるいは、 既存の

「学際研究ユニット」 制度に加えて、 学問分野やテーマごとに会員グループを形成し、

会員の皆さんのネットワーキングを支援できないか、 世界のカナダ学会の連携組織であ

( 次ページに続く )
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る Internat iona l  Counc i l  for Canad ian 

S t u d i e s （I C C S） あるいはアジア太平洋

地域のカナダ研究における日本の役割を

どうすべきか、 といったことが継続して検

討されています。

　年次研究大会に併せて開催される 「総

会」 （９月 12 日） では、 具体的な提案も

なされると思います。 研究環境の整備に向

けた学会のあり方について、 是非、 活発な

議論をお願いしたく存じます。

（日本カナダ学会副会長　中央大学）

　＊　＊　＊

< 報告 > 日本カナダ学会関東地区研究会・

移民研究会共催研究会に参加して

庭山 雄吉

2015 年 5 月 15 日、 麗澤大学東京研究セ

ンターにて、 ヴィクトリア大学のジョーダン ・

スタンガー ・ ロス （Jordan Stanger-Ross）

准教授とマイケル ・ アベ （M i c h a e l A b e）

氏 に よ る 「 不 正 の 風 景 － 第 二 次 世 界 大

戦 期 に お け る 日 系 カ ナ ダ 人 の 財 産 の 強

制売却－」 （Land s c a p e s o f I n j u s t i c e : 

The forced sa le o f Japanese-Canad i-

an-owned property, WW Ⅱ） と題する講

演会が執り行われた。 今回の講演会は日

本カナダ学会関東地区と移民研究会の共

同企画であり 17 名の参加があった。

　　はじめにスタンガー ・ ロス准教授より、

「不正の風景」 （L a n d s c a p e s o f  I n j u s -

t i c e） と題する共同調査プロジェクトの概

略が説明された。 このプロジェクトは 2014

年に立ち上げられ、 2021 年まで継続され

る長期的研究であり、 全カナダ日系人協

会 （Nationa l  Associat ion o f  Japanese 

Canadians） をはじめとする複数の団体お

よび他大学との連携を通じて包括的に研

究、調査が展開される。 前半の 4 年間は、

主に文献調査、 口述調査に費やされ、 後

半の 3 年間では資料のデジタル化、 博物

館での展示、研究発表および出版を行い、

研究成果を公表する予定であるという。

　　今 回 の 発 表 は、 同 プ ロ ジ ェ ク ト の 主 要

研究テーマである第二次世界大戦におけ

る日系カナダ人の財産の強制売却につい

てである。 第二次世界大戦中、 ブリティッ

シ ュ ・ コ ロ ン ビ ア 州 の 沿 岸 地 域 に 居 住 す

る日系カナダ人は敵性外国人とみなされ、

ロ ッ キ ー 山 脈 中 の 抑 留 キ ャ ン プ へ と 強 制

的 に 移 動 を 余 儀 な く さ れ た。 残 さ れ た 財

産は日系カナダ人の意志に反して強制的

に 売 却 さ れ た の で あ る。 准 教 授 は、 日 系

カナダ人が所有する財産の強制売却に携

わ っ た 三 名、 イ ア ン ・ マ ッ ケ ン ジ ー （I a n  

M a c k e n z i e）、 グレン ・ W ・ マックファー

ソン （G l e n n  W .  M c P h e r s o n）、 キシゾ

ウ ・ キムラ （K i s h i z o  K i m u r a） を取り上

げ、 各人物がどのように強制売却に関わっ

たのかを詳細に説明した。

　　マ ッ ケ ン ジ ー は 日 系 カ ナ ダ 人 に 対 す る

一連の政策について強硬的であり人種差

別 主 義 者 と し て 知 ら れ て い る。 1930 年 の

連 邦 選 挙 は 自 由 党 に と っ て 厳 し い 選 挙 と

あ っ た が、 マ ッ ケ ン ジ ー は 下 院 議 員 に 初

当選して注目を浴び、 その後、 国防大臣

に 任 命 さ れ た。 マ ッ ケ ン ジ ー は 反 ア ジ ア

系 移 民 の 先 鋒 と な る 政 治 家 で あ っ た。 カ

ナダ西海岸からの日系カナダ人の強制移

動にかんしては、 マッケンジーが深く関与

し て い た。 1943 年 に は 700 以 上 の 日 系

カ ナ ダ 人 の 農 場 が カ ナ ダ 政 府 の 管 理 下 と

なった。 農場は、 日系カナダ人の意志で

貸すことや売却することが許可されなかっ

た。 マッケンジーがこの一件の責任者とな

り、 日 系 カ ナ ダ 人 の 農 場 を 帰 還 兵 の た め

に割り当てた。 マッケンジーは、 日本人は

カ ナ ダ に 同 化 不 能 で あ り、 日 本 へ 戻 る べ

きであると考えていた。

　　 続 い て マ ッ ク フ ァ ー ソ ン に つ い て の 発

表 へ と 移 っ た。 彼 は 弁 護 士 を 目 指 し 司 法

試験に合格した後、 2 年間、 ウィニペグで
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弁 護 士 を し て い た。 そ の 後、 オ タ ワ で 敵

性 外 国 人 の 財 産 管 理 に 関 す る 仕 事 に 就

い た。 マ ッ ク フ ァ ー ソ ン は、 財 産 管 理 人

（c u s t o d i a n） として活動する傍らイギリス

の保安局 （S e c u r i t y  A g e n c y） の諜報

部員としても活動するという二重の任務を

担っていた。 彼はヴァンクーヴァーへ派遣

され、 日系カナダ人の財産管理にあたっ

た。 1942 年 の 夏 か ら 財 産 の 売 却 が は じ

まり、 自動車、 家具、 カメラ、 ラジオ、 食

器類が売却の対象とされた。 さらに、 ヴァ

ンクーヴァーにある日本人街のテナントの

査定が入ったが査定評価が低く白人には

向かないことが判明した。

　　三番目の 人物はキシ ゾ ウ ・ キム ラで あ

る。 キムラは 1899 年に鳥取県に生まれ、

1912 年 に 両 親 と と も に ヴ ァ ン ク ー ヴ ァ ー

へ渡り移住生活を開始した。 その後、 彼

は 鮭 の 輸 出 会 社 へ 就 職 し 簿 記 を 担 当 す

る 傍 ら、 日 系 コ ミ ュ ニ テ ィ に も 深 く 関 与 し

始 め た。 キ ム ラ は、 カ ナ ダ 政 府 側 と も 接

点を持っていたため、 日系カナダ人の財

産 売 却 を 担 当 す る 委 員 会 へ の 入 会 を 依

頼 さ れ 協 力 す る こ と に な っ た。 後 に 彼 が

晩 年 の 1960 年 代 か ら 1970 年 代 に 残 し

た 回 顧 録 に は、 強 制 売 却 を 担 当 す る 委

員会の時代が綴られており、 強制売却は

避けられなかったことが記されている。 回

顧録にはキムラの落胆した感情や孤立感

が綴られている。

　　日系カナダ人の財産売却に携わった複

数の人物に焦点をあてた発表は、 実に示

唆に富む内容であった。 マッケンジーにつ

いては第二次世界大戦中、 日系カナダ人

に対する政策を推進した主要人物として知

られているが、 財産の強制売却に携わった

マックファーソンおよびキムラについては今

後さらなる研究の深化が期待される。 特に

キムラについては自身の財産が強制売却の

対象となったにもかかわらず政府の委員会

に協力しなければならない立場にあった。

そこで生じた葛藤は計り知れないものがあっ

たであろう。 同じ日系カナダ人からキムラ

はどのように見られていたのであろうか。 キ

ムラとマックファーソンには直接的な接点が

あったのであろうか。 このように数々の疑問

が浮かび上がるにつれて新たな研究の領域

が広がっていく。 本発表は今後、 長期に渡

るプロジェクトの可能性に満ちた刺激的な研

究発表であった。 （武蔵大学非常勤講師）

＊

転換期を迎えたカナダの国勢調査

大石　太郎

カナダの社会や経済を理解するための基本

資料として活用されてきた国勢調査が転換

期を迎えている。 2010 年 6 月、 連邦政府

はプライバシーの保護を理由に、 2011 年

国勢調査における詳細調査票 （Long-form 

Census） の廃止とそれに代わるものとして回

答を義務としない全国世帯調査 （Nat iona l 

Household Survey） の導入を発表した。 こ

の決定には、 一般に政権与党寄りとされる

産業界を含め、 さまざまな立場から多くの異

論が唱えられ、 首席統計官の辞任にまで発

展した。 結局、 2011 年の国勢調査は従来

の基本調査票に相当する調査票によって、

それまでと同様に回答を義務として実施さ

れ、 その４週間後に全世帯の３分の１に相当

する約 450 万世帯を対象に全国世帯調査が

実施された。 カナダ統計局によれば、 国勢

調査の回収率が 97.1％であったのに対し、

全国世帯調査の回収率は 68.6％にとどまり、

後者のデータの質は従来の詳細調査票によ

る調査結果よりも低下した。 詳細調査票の廃

止とその影響についてはすでに拙稿で解説

したが (1)、 これからのカナダ研究にとって重

大な事態であることに鑑み、 本稿では改め

てカナダにおける国勢調査の変遷を概観す

るとともに、 世界的な動向にも言及したい。

　いくつかの文献によると、 世界で最初に国
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勢調査が実施されたのは現在のカナダの領

域であるという。 ヌーヴェル ・ フランス時代

の 1666 年にジャン ・ タロンがフランス植民

地で実施したものがそれである。 もとより近

代的な国勢調査が本格的に実施されるよう

になるのは 19 世紀に入ってからであり、 カ

ナダでも連邦結成以前から英領北アメリカの

各植民地で実施され、 連邦結成後の最初

の国勢調査は 1871 年、 前年に創設された

マニトバ州をのぞく４州において実施された。

国勢調査を実施する法令上の根拠は英領

北アメリカ法第８条であり、 10 年ごとに国勢

調査を実施し、 オンタリオ、 ケベック、 ニュー

ブランズウィック、 ノヴァスコシアの各州の人

口を明確にすることが求められている。 国勢

調査を実施する主たる目的は、 議会の議席

配分を適切に行うためである。 その後、 国

勢調査は下１桁が１の年に実施されてきた

が、 1905 年にアルバータ州とサスカチュワ

ン州が創設されてからは、 マニトバ州を含め

た平原諸州で本来の調査の中間年にあた

る下１桁が６の年にも国勢調査が実施され、

1956 年からはすべての州で下１桁が６の年

にも実施されるようになった。

　　国勢調査が大きく変貌するのは、 新た

な統計法が制定された 1971 年である。 ま

ず、 回答方法がそれまでの調査員によるイ

ンタビュー形式 （他計式） から被調査者自

らが調査票に記入する方式 （自計式） に変

更された。 また、 一部の世帯に詳細調査票

が、 それ以外の世帯に基本調査票がそれ

ぞれ配布される形式が導入された。 1971 年

国勢調査において詳細調査票が配布され

たのは全世帯の 33.3％であったが、 のちに

全世帯の 20％に変更され、 2006 年国勢調

査までこの形式が踏襲されてきた。 さらに、

1981 年国勢調査では民族的出自 （Ethn i c 

Orig in） など一部の質問に複数回答が認め

られるようになった。 なお、 民族的出自に

ついては 1996 年国勢調査以降、 それまで

の選択肢から回答を選ぶ形式ではなく自ら

該当する出自を記入する形式に変更され、

1996 年国勢調査からカナディアンとの回答

がもっとも多くなっている。 カナディアンとい

う回答の急増は研究者の関心を集め、 回答

には一定の傾向がみられることが指摘されて

いるとはいえ、 とくにイギリス諸島系とフラン

ス系については時系列的変化の分析が困難

になってしまった。

　　このようにカナダの国勢調査はその 140

年の歴史において大きく変化してきたが、

詳細調査票の廃止と全国世帯調査の導入

は、 データの質を大きく低下させた点でイ

ンパクトが大きい。 とくにカナダの場合には

国勢調査に代わりうる資料が不十分である

ため、 現在そして未来の人々が 2011 年の

カナダを正確に理解するための資料を失っ

たという意味で世紀の失政といっても過言

ではないかもしれない。

　　ただ、 国勢調査が転換期を迎えているの

はカナダだけではない。 国勢調査の実施に

は莫大な費用がかかることに加え、 プライバ

シー意識の高まりによる回収率の低下によっ

て欧米諸国では調査方法の転換が進んでい

る。 とくに北ヨーロッパおよび中央ヨーロッパ

諸国では行政機関がすでに保有する個人情

報を活用する統計登録簿型への転換が進ん

でいるなど、 国勢調査は世界的にその姿を

大きく変えつつある。 カナダでは回答を義務

づけた詳細調査票の復活を求める声は大き

く、 将来的に復活の可能性もありうる。 しか

しながら、 世界的な動向をふまえるなら、 新

たな国勢調査のあり方に対応した利用法の

開発が求められよう。

（関西学院大学）

（１） 大石太郎 「カナダの国勢調査における詳細調査票

の廃止とその影響」 『E-journal GEO』 第 10 巻第 1 号、

pp.18-24、 2015 年。 以下のウェブサイトより全文ダウンロー

ド可能。 https://www.jstage.jst.go.jp/browse/ejgeo/10/0/_

contents/-char/ja/
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＜リレー連載＞

なぜカナダ研究をしているのか（第７回）

「なぜカナダ農業を研究するようになった

か」                           松原　豊彦

カナダ農業との出会いは 1978 年秋にさか

の ぼ りま す。 大 学 院 に 入 っ て 修 士 論 文 の

テーマを考えあぐねていました。 指導教員

の中野一新先生 （京都大学名誉教授） は

新進気鋭の助教授で、 アメリカ農業の構造

変化と農民層分解をテーマに大内力 ・ 東

大教授（当時）と論争を繰り広げていました。

私は学部の卒論で日本の農民層分解に関

する文献レビューをしたこともあって、 19 世

紀末ドイツの小農論争 （カウツキーとダビッ

ドが有名） を再検討しようかなどと漠然と考

えていました。 今にして思えば、 ドイツ語も

ろくに読めないのに身の程を知らない話で、

若くて無知というのは恐ろしいことでした。

  その年の秋の土地制度史学会 （現在の

政治経済学 ・ 経済史学会） のときに、 中

野先生に修士論文のテーマについて相談

しました。 先生のお話は大要次のようなも

のであったと記憶しています。 「ドイツ小農

論争は多くの研究があり、 よほど新しい資

料でも出てこないかぎり修士論文にまとめ

るのはむずかしい。 それより現代の農業問

題をテーマにした方がよいだろう。 カナダ

はアメリカに次ぐ小麦輸出国であるが、 日

本ではほとんど研究がされていない。 アメ

リカの５１番目の州という見方もあるが、 本

当にそうか。 小麦輸出国であるにもかかわ

ら ず、 1970 年 に 小 麦 の 生 産 調 整 政 策 を

行った。 そのあと 1973 年以降の穀物価格

高騰で一転して回復した。 これによって穀

作農業経営がどのように変化したかを調べ

て み た ら ど う か。 世 界 的 規 模 で の 農 民 層

分解を検証するには、 カナダのような穀物

輸出国の研究が重要だ ・ ・ ・ 」

  正直言ってそれまでカナダについてはほ

とんど知識がなく、 アメリカの北にある国土

の広い国 ・ ・ という程度の認識でした。 中

野先生のアドバイスを受けて、 カナダ農業

についての文献集めから始めました。 まず

わかったことは、 カナダの農業構造を分析

した邦語文献は非常に少ないということで

した。 そのなかで石関良司氏 （農林省農

業総合研究所 ・ 当時） の論文が現代カナ

ダの農業構造に関するほぼ唯一の邦語文

献であり、 これを手掛かりに英語文献の収

集に取り掛かりました。

  農業構造や農民層分解を研究する際の

基本資料は、 それぞれの国の農業センサ

スです。 カナダ統計局 （Stat i s t ics Can-

ada） が５年ごとに行う農業センサス調査を

基本資料になんとか修士論文を書くことが

できました。 当時はもちろんインターネット

も な く、 京 都 か ら 国 立 国 会 図 書 館 に 何 度

か 通 っ て、 1961 年 か ら 1976 年 ま で の 農

業センサス報告書をせっせとコピーしたこ

と を 思 い 出 し ま す。 農 業 セ ン サ ス は 全 国

編報告書 （数冊） と州ごとの報告書 （10

冊） および特別編から構成されています。

分厚い統計書から使えそうな箇所を探して

はコピーするのですが、 国会図書館の複

写手続きの申請書類を書いて呼び出しを

待ち、 その時間に借り出した統計書や文

献資料のページを繰る日々でした。 エクセ

ルのような表計算ソフトはもちろんなく、 B4

横置きの集計表に数字を書き写しては電

卓で計算し、 一日作業したが使い物にな

らず全部ボツも珍しくありませんでした。

  1983 年宮城学院女子大学に奉職し、 そ

れから 6 年間仙台で家族ともども生活しま

した。 この間一番大きかったことは、 カナ

ダの地を実際に踏んだことです。 1985 年

プ ラ ザ 合 意 以 降 の 円 高 で 1 米 ド ル ＝ 120

円 台 に な っ た こ と が 重 要 で し た。 86 年 の

夏季休暇を利用して、 ヴァンクーヴァー経

由でサスカツーンまで行き、リジャイナ、ウィ

ニペグを回って帰りました。 たいへん幸運

なことに、 サスカツーンの日本料理店で紹
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介 さ れ た 小 麦 農 家 （ サ ス カ ツ ー ン か ら 北

へ 100 キロのリースク） へ車で連れていっ

てもらいました。 ちょうど刈り取りの時期で、

夜中まで照明をつけて大型機械で作業し

ているのを目の当たりにしました。 外国に

つ い て 文 献 と 統 計 資 料 で 論 文 を 書 く と い

う、 大げさにいえば明治以来のわが国社

会科学の伝統から抜け出して、 「現場」 を

ふまえての研究にようやく足を踏み入れ、

感慨深いものがありました。 また、 リジャイ

ナではサスカチュワン小麦プール （当時）

調査部の職員バーナ ・ ミツラさん （Ve rn a 

Mitura） の知遇を得ることができ、 その後

ミ ツ ラ さ ん が カ ナ ダ 統 計 局、 連 邦 農 務 省

に移ってからも連絡をとりあうなど、 農業 ・

農政関係に知人を得ることができました。

  このころカナダでは加米自由貿易協定を

めぐる議論が沸騰しており、 それに関する

文献が次々と出ていました。 それらを使っ

て、 加米自由貿易協定の発効により、 農

業や食品産業にどのような影響があるかを

サ ー ベ イ し た 論 文 を 書 き ま し た。 ち ょ う ど

1989 年に立命館大学に移り、同じ年の『立

命館経済学』 に掲載されました。

　1993 年 4 月から 9 月まで学外研究の機

会を得て、 ウィニペグのマニトバ大学に行

きました。

  ウ ィ ニ ペ グ を 選 ん だ 理 由 は、 当 地 が カ

ナ ダ の 穀 物 取 引 の 中 心 地 で、 カ ナ ダ 小

麦 局 （C W B）、 穀 物 コ ミ ッ シ ョ ン、 穀 物

取 引 所 が あ り、 小 麦 プ ー ル や パ イ オ ニ

ア、 カーギルなどの農協 ・ 商社が集中し

て い る か ら で す。 マ ニ ト バ 大 学 で は 農 学

部と関係の深い交通研究所 （Tr a n s p o r t  

I n s t i t u t e） に部屋をもらい、 穀物マーケ

テ ィ ン グ の 仕 組 み を 勉 強 す る 傍 ら で、 マ

ニ ト バ 州 内 や カ ナ ダ 各 地 に 足 を 伸 ば し ま

した。 立命館大学に移ったあと、 30 過ぎ

で 車 の 運 転 免 許 を 取 り、 カ ナ ダ 各 地 を ド

ライブして回りました。 カナダの東西のほ

ぼ真ん中にあるウィニペグから東はモント

リ オ ー ル、 西 は エ ド モ ン ト ン ま で 走 り、 大

陸の広さと農業の地域性を実感しました。

  狭 義 の 農 業 問 題 だ け で は な く、 農 業 ・

食 品 関 連 産 業 （ ア グ リ ビ ジ ネ ス ） の 分 析

に 研 究 対 象 が 広 が っ た こ と も 大 き な 変 化

で し た。 さ き に 名 前 の 出 た 中 野 一 新 先 生

は 1986-87 年にアメリカへ在外研究に行

き、 帰 国 後 は 研 究 会 に お い て ア グ リ ビ ジ

ネ ス 研 究 の 重 要 性 を 力 説 さ れ ま し た。 中

野研究室出身者による共同研究や翻訳出

版が進み、 その中に身をおいていた筆者

の 研 究 が ア グ リ ビ ジ ネ ス を 射 程 に と ら え る

よ う に な っ た の は 自 然 な こ と で し た。 こ れ

ら の 研 究 成 果 を と り ま と め て、 『 カ ナ ダ 農

業とアグリビジネス』 （法律文化社、 1996

年） を上梓しました。

  さて、 なぜカナダ農業を研究するようになっ

たのか、 との問いにどのように答えるべきか。

「なぜ山に登るのか、 そこに山があるからだ」

ではありませんが、 研究対象のもつ魅力の虜

になったというのが正直なところです。 研究

対象としてのカナダ農業の魅力とは何でしょう

か。 カナダが世界有数の穀物輸出国でありわ

が国の食料に大きな影響力をもっていること、

カナダ農業の地域的多様性、 それを担う農

業経営者や関係者、 そして穀物輸出の仕組

みやマーケティング ・ ボードのようなカナダ独

特の制度 ・ 政策、 これらの全体が醸し出すも

のと考えています。

  筆者の関心は近年川下の食料消費に移り

つつあります。 とくに都市住民の食を公共政

策の対象としてとらえて、 市民組織と協働し

ている 「トロント市食政策評議会 （Toronto 

Food Policy Council）」 をさきがけとする 「市

民の食政策」 ネットワークに関心をもっていま

す。 カナダの農業 ・ 食料システムを大河の流

れにたとえれば、 何とか川下まで旅したいと

思いをはせる今日この頃です。 　　　　　　　　　　　　　　　   

（立命館大学）
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（（（事務局より）））

◆第40回年次研究大会のお知らせ

2015年9月12日（土）・13日（日）、 立教大学

にて第40回年次研究大会が開催されます。 学

会 HP 内 （以下の URL） よりプログラム ・ 報告

要旨集がダウンロード可能です。 第40回年次研

JACS 第 40 回記念年次研究大会
35 年ぶりに立教大学で開催されます !!

　　2015 年度の JACS 第 40 回記念年次研究大会は 9 月 12 日（土）・13 日（日）の２

日間にわたり、 立教大学・池袋キャンパス （東京都豊島区） で開催されます。 立教大

学での開催は、 1980 年に第 5 回年次研究大会が開催されて以来、 実に 35 年ぶりです。

　　今大会は、 矢頭典枝委員長を中心とする企画委員会の議論に基づいて、 １日目と２日

目にそれぞれ特色ある企画が設けられています。

　　１日目の午前はセッションⅠ「自由論題」で３本の報告が行われます。 午後は、 ま

ずセッションⅡ「カナダの経済」と題して２本の報告が行われます。 そのうち、 在日ア

ルバータ州政府事務所の David Anderson 代表は、 同州と日本との経済関係について

報告されます。 それに続くセッションⅢ「東日本大震災と日加関係」では、 在日カナ

ダ大使館の Martial Pagé 公使が、 カナダ政府の取組を報告されます。 また、 映画監督

の Linda Ohama さんが、 震災復興をテーマとする新作のドキュメンタリー映画 「東北の新

月」 （A New Moon over Tohoku） を、映像を用いつつ紹介されます。 いずれも必見です。

　　カナダの John A. Macdonald 初代首相は 1815 年生まれです。 それを記念して、 ２日

目の午前はセッションⅣ「マクドナルド生誕 200 周年」が設けられています。 そこでは、

Macdona l d に対する評価の変遷、 アッパーカナダ植民地期における活動とその背景、 そ

してイギリス帝国経済に対する関わり方、 という視点から３本の報告が行われ、 それをうけ

て議論が展開されます。

　　２日目の午後は、 JACS が主催し、 立教大学経済学部／法学部が共催する形で、 公

開シンポジウム「多文化主義と表現の自由」が開かれます。 多くの国々で移民をめぐる

議論が活発化しています。 移民受入れは高齢化の緩和と労働者の確保につながる面もあ

りますが、 民族・宗教などの多様化がさまざま課題を生み出すともいえます。 これまで 「多

文化主義」 を掲げつつ移民を受け入れてきたカナダにおいても、 最近は宗教などをめぐ

る差別的な言動が問題化しています。 これは差別的表現と憲法が保障する 「表現の自由」

との関係という問題につながります。 これは日本の現状および将来という点からみても重要

なテーマです。

　　今回のシンポジウムは、 まず、 著名な憲法学者かつ刑法学者であり、 人権尊重の立場

から積極的に発言しておられる Kent Roach トロント大学教授に、 “Multiculturalism and 

Freedom of Expression: Hate Speech in Canada” と題する基調講演を行っていただき

ます。 それをうけて、 社会学、 政治学、 法律学などの視点から、 カナダの現状と課題に

ついて、 アメリカとの比較も含めて、 パネルディスカッション形式で理解を深めていきます。

　このように、 今大会はまさに盛りだくさんで、 重要なテーマを取り扱った中身の濃い議論

が期待されます。 ぜひご参加ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大会実行委員長　池上岳彦　（立教大学）
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究大会プログラム・報告要旨集 ： http://jacs.jp/

news/07/05/1426/

◆「トラベル・グラント」募集について

2015 年度 （2015 年 4 月 1 日～ 2016 年 3 月 31 日）

までの間に、 カナダおよびカナダ以外の国 （日本

を除く） で開催される国際会議などでカナダ研究に

ついて報告をする本学会会員に旅費一部補助の

制度です。 本学会会員によるカナダ研究の成果を

広く海外に発信し、 研究の交流や国際化を図るの

が目的です。 ただし、 トラベル ・ グラントは旅費の

一部を補助するのが趣旨ですので、 旅費のすべて

をカバーするものではありません。 募集要項は次の

とおりです。 (1) 支給人数と支給金額：1 名につ

き 5 万円 ・ 最大 2 名。(2) 支給対象者：応募時

点において日本カナダ学会会員であること。 原則と

して、 専任の勤務先を持たない会員。 専任の勤務

先を持つ会員でも応募出来ますが、 優先度は低く

なります。 (3) 応募締切日： 2015 年 4 月末および

同年 8 月末日 （年 2 回）。 (4) 応募書類： ①本学

会所定の応募用紙 （日本カナダ学会のホームペー

ジに掲載）、 ②国際会議。 などでの報告が正式に

受け入れられたという文書 ( メールも可 )、 ③出張

に関する費用 （航空運賃、 滞在費、 参加登録料

など） の見積書。 (5) 審査方法：日本カナダ学会

役員会における審査機関 （対外交流 ・ 共同研究

委員会） により事前審査を行い、 それぞれ 5 月お

よび 9 月の役員会にて最終決定します。 (6) 出張

後の義務：①帰国後2週間以内に報告した論文を、

郵送にて学会事務局に提出すること。 ②出張に関

わる費用の報告書 （学会ホームページ掲載の所定

の書式）。 (7) その他の事項：①当該年度内でト

ラベル ・ グラントの予算額 （10 万円） が満額執行

されなかった場合でも、 原則として、 残額を次年度

への繰越は行いません。 ②出張期間は当該年度

内に終了しなければなりません。 ③このグラントを支

給された会員は、 原則として再度応募することはで

きません。 ④書類送付先・問い合わせ先：〒 658-

0032　兵庫県神戸市東灘区向洋町中 9-1-6　神戸

国際大学経済学部下村雄紀研究室内　日本カナ

ダ学会事務局。

◆『カナダ研究年報』第36号（2016年9月発

行予定）の公募要項

（１）未発表の完全原稿のみ (採否の決定はレ

フリー制による)。（２）原稿の種類:「論文」(和

文400字×50枚相当以内;英仏文A4判ダブル

スペース25枚以内);「研究ノート」(和文400

字×20枚相当以内;英仏文A4判ダブルスペー

ス10枚以内);いずれも横書き、註・図版等含

む。（３）締切:2016年1月末日【※第32号よ

り、応募締切日が年2回から年1回に変更され

ました】。（４）執筆要項請求先・原稿送付先：

〒305-8550　茨城県つくば市春日1-2　筑波大

学図書館情報メディア系　溝上智恵子（80円切

手貼付・あて先明記の返信用定型封筒を同封の

こと）。

◆会費納入について（お願い） 

現在会費の納入を受け付けております。 前年度ま

での会費を未納の方は、 直ちに納入下さい。 過去

3 年分 （当該年度を含まず） の会費が未納の場合、

学会からの発送物停止等をもって会員サービス資

格を失うことになりますのでご注意下さい。 一般会

員：7,000円・学生会員：3,000円 ( 学生会員は、

当該年度の学生証のコピーを提出のこと ) 。 郵便

振替口座：00150-2-151600。 加入者名：日本カナ

ダ学会。 来年度以降、 自動振替に移行希望の方

は事務局までご連絡ください。 必要書類をお送りし

ます （自動振替による口座引落は 7 月です）。 ご

協力願います。 なお、 4 月以降に会員区分の変更

のある場合は直ちに事務局までお知らせ下さい。

＊　＊　＊

★編集後記･･･本号では、 巻頭言と連載企画に加え

て、 研究会の参加報告と研究紹介を掲載しております。

近年のニューズレターでは、 各会員の研究紹介の寄稿

があまり多くありませんでした。 無論、 研究に関しては、

論文というかたちでまとめることは重要ですが、 様々な研

究領域の会員が集う本学会においては、 互いの研究を

知り、 知見を深めるという意味でもニューズレターにおけ

る研究紹介の意義は大きいと考えています。 もし、 研究

紹介のご寄稿を検討いただける会員の方がおられました

ら、 積極的なご寄稿をお待ちしております。・・・・・・（f）


